
Ⅰ．歴史的二重性

子どもという観念は歴史的に派生してきて、

時代や社会、文化によって異なってきた。ア

リエスによれば、中世（16世紀）のフランス

語には、「子供期」（enfance）、「青年期」（je-

unesse）、「老年期」（vicillesse）の3つしかな

く、この青年期の意味は、「人生の盛り」、「中

年」であり、しかも「18世紀までは、青年期

は子供期と混同されていた」1）。ただ、中世に

おいても、1200年頃にイギリスで宗教と法律

上で大人と子どもとが区別されていたという

指摘がある。教会での金銭的義務、結婚、病

気の際の塗油の儀式などは大人の行事として

決められていた2）。また、中世では最初に子
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どもとして特定化されたのは男子であって、

女子は服装など大人と変わらなかった3）。

アリエスは、近代的意味の子ども（幼児と

青年の間の子ども）が生じてきたのは、新し

い社会の慣行が出現してからであったと述べ

ている。その変化の一つは教育における子ど

もの処遇であった。中世では、徒弟修業や聖

職学校などにおいて、子どもは大人と共に年

齢の混淆とした状態で学んでいた。18世紀頃、

寮制度の発達によって子どもに対する観念が

変化し、青年や大人と隔離されて教育を受け

るようになる。やがて、「子供の特殊性の感覚、

子供の心理についての知識」に配慮して、「学

校が子供たちをある理想の人間類型のモデル

に従って教育することを求め」られるように

なった4）。

次に、地域社会における家庭の姿が変化す

るに伴い、子どもに対する観念が変わってい

った。中世では、家庭は地域と廊下伝いのよ

うに結ばれ、開かれていたが、18世紀以降、

家庭は社会と距離を持ち、個々の家庭での生

活やプライバシーを守るようになる。この近

代家族の成立によって、家庭は「ことに子供

たちそれぞれの向上に費やされるのであり、

家族というよりはむしろ子供たちが中心なの

である」5）という現代的形態に至る。

しかしながら、この学校における子どもだ

けの教育と、家庭における養護・育児・しつ

けは、これまでの共同体に位置づけられてい

た子どもを学校と家庭に囲い込むという方向

に向かわせることになった。それは、共同体

の衰退と反比例して、個人主義の確立という

近代社会成立の渦中に、子どももまた置かれ

ることになった。俗としての社会と聖として

の学校・家庭の対立が生じ、子どもは保護さ

れる対象として情愛に満ちて守られていく。

同時にこの保護は、俗の世界に対する監視シ

ステムをも派生させ、管理と依存の関係を生

み出してくるようになった。

ドゥモースは、人類の歴史的発展の中心が

パーソナリティの「心理発生的（psychogenic）」
6）変化であるととらえ、親と子の相互作用の

世代間継承から見ていった。というのも、子

育ての慣習こそが「文化を構成するほかのす

べての要素を伝達し、発展させる条件で」7）

あるからである。この発展は、以下のように

変化していった8）。

1．子殺し的様態（Infanticidal Mode）

親が子育てに関する不安を解消するために、

子どもを殺したが、子殺しをまぬがれた子ど

もにも投影し、意識下に継承されていった。

子どもは邪悪に満ちた存在ととらえられ、た

えず体罰が行われた。

2．子捨て的様態（Abandonment Mode）

子どもが魂を持つ存在として認識されるに

従って、子殺しから子捨てに変わった。ただ、

他人に子どもを預けて感情の絆をまったく持

たない家庭内子捨ても多かった。

3．対立感情共存的様態（Amobivalent Mode）

親は子どもの感情生活に入り込むようにな

るが、まだ子どもは危険に満ちた存在として

見られ、これを自然の法則に従って形づける

ことが必要と考えられていた。

4．侵入的様態（Intrusive Mode）

子どもは親を脅かす存在ではなくなり、親

は子どもに感情移入し、子どもの心を支配し

て統制しようとするようになる。

5．社会的様態（Socializing Mode）

子どもの意志を支配する養育から、子ども

を訓練し、適切な方向へ導き、社会に順応す

るように教える立場に変わる。

6．助力的様態（Helping mode）

親よりも子ども自身の方が子どもにとって

必要とするものをよく知っていると考えられ、

親はそれを満たすべく努めるようになる。訓

練やしつけから、子どもとたえず応答し、共

に遊び、奉仕をしようとする態度をとる。

ドゥモースは、この歴史的発展が単に前段

階の消滅によって次に変わるのではなく、歴

史上全ての段階的親子相互関係は残存してい

ると指摘する。その結果、特に、近世に至る

までは、子どもへの情愛の深まりと同時に一

方では子どもをたえず監視し、訓練による悪

への堕落への防御の必要性を感じていた。子
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どもが邪悪であると同時に深い情愛と慈しみ

をかける存在というダブルバインドの子ども

観は、現在でも子どもを虐待する親の意識、

無意識に沈殿しているととらえられる。

Ⅱ．社会的二重性

1．年齢の喫水線

幼児を除いて、児童、青年、成人という人

間の発達段階的区分は歴史的・社会的・文化

的所産であるが、それらは互いに関係的な相

互規定によって意味づけられてきた。さらに、

それぞれの境界の設定は、時代・文化・民俗

の違いに基づいている。例えば、歴史的変動

を見れば、イギリスにおいて選挙権は1969年

に従来の21歳から18歳へとシフトされた。ま

た、オーストラリアのある州では7歳で犯罪

上の責任が課され、大人として処分される9）。

特に、子どもと大人という二元的分節は、

様々な行為に対応してそれぞれ異なる年齢で

確定されてきた。時代や民俗、文化によって、

同じような行為や権利が異なって設定されて

いる状況は、一見子どもに対する観念や資質、

年齢に対する評価が相対的、無定見で科学的

でないように見える。しかし、これらの差異

はまさに子どもの存在根拠が歴史的で社会的

であることに基づくことを示している。

本来、子どもと大人の境界は線分的なもの

ではなく、ゆるやかで漸進的なものであり、

横断的で交流的な側面をも分ち合っている。

しかしながら、社会的要請から子どもとして

の、大人としての地位を決定しなければなら

ない事態がある。その最も典型的で定型的手

立てが法令であり、法においては明確な規定

線として、年齢によって子どもの地位を定め

る。

法は、明確な裁定基準を必要とすると同時

に画一性を志向する。法の年齢設定基準につ

いては、「たとえば、行為能力を事実上の個人

の成熟にかからしめることは、ある意味では

合理的であるが、法的安定性の見地からは、

事実上の能力の差異にかかわらず、一律に確

定された成人年齢にかからせるのが妥当にな

る」10）と法の特性が指摘されている。

次に、子どもにかかわる法令を見ていくと、

子どもに関する様々な名称と年齢区分が法令

ごとに異なって使用されている（表「主な法

令等における子どもの呼称と年齢区分」参照）。

これは、それぞれの法令がそれぞれの目的に

則って設定されており、各法令が合理的な理

由に基づいて構成される限り、異なる名称を

使用したり、同じ言葉で異なる意味づけをす

ることが可能である、という法の「概念の相

対性」に因る。法令は子どもの責任能力、発

達能力、性などの様々な側面からそれぞれの

法令において年齢基準を設けている。その根

拠は憲法、関連法、国際法、条約と関わりつ

つ、社会・文化・政治・経済などとも複雑に

絡み設定されている。そこには、かならずし

も厳密な根拠が論理的、科学的に理論づけら

れているとは限らない。何故なら、法には

「根拠をもたないがゆえに、法自身を根拠とし

て厳格な命令を服従に課す」11）という法の権

力を有するからである。しかしながら、法が

社会正義を何よりも尊ぶという志向を持つも

のである限り、法には顕在的、ないし潜在的

論理性、根拠、存在理由がある。各法令の年

齢設定を横断的に見ていくことで、現社会が

意図的、無意図的に抱いている子どもの存在

についてのディスクールが見えてくるのでは

ないだろうか。

2．未成年と成年

大人と子どもとの分節、線引きの一つの手

立ては、「成年」と「未成年」の区別である。

広井によれば、江戸時代では、ほぼ15歳まで

を「幼年」としていたが、1876年の大政官第

41条布告によって成年の年齢が一気に20歳へ

と引き上げられた。未成年とは無能力者なの

ではなく、限定能力者として捉えられていた。

そして、「親権者や後見人の同意を不可欠なも

のとすることによって、未成年者を親の保護

下に置く制度だった」12）と指摘されている。

未成年者の財産処分や営業の行為を親の同意
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において可能とすると同時に親権を未成年者

の子どもに対してのみ効力を持つと限定した

ことに新しい視点があった。しかし、歴史的

に大人と子どもという二元的対置は「成熟」

対「未熟」、「無垢」対「理性」、あるいは「有

能」対「無能」、「自律」対「依存」、「人格」

対「非人格」という上下関係であり続けた。

そして現在なお、実定法において深層に根強

く位置づけられている。そして、この通底的

な観念は、大江によれば法令的な「意思能力、

行為能力、責任能力という概念」に写し変え

られていると言う13）。人は出生とともに権利

主体となり得、権利能力を持つが（民法3条）、

未成年者については「未成年者が法律行為を

するには、その法定代理人の同意を得なけれ

ばならない」（民法5条）と定められているよ

うに、取引に関しての行為能力が不充分な者

とみなされ、親権者または未成年後見人の保

護の元にその同意によって行われる。その他、

普通二輪免許等の所得は16歳以上から、普通

免許等の取得は18歳以上から認められるとい

うのも（道路交通法88条）、様々な能力の成

熟、未成熟とかかわって規定される。また

「満20年ニ至ラサル者」に禁じられる「未成

年者飲酒禁止法」や「未成年者喫煙禁止法」

も未成年者の生理的・健康上の未熟の観念に

基づき、保護されているのであろう。しかし、

子どもを未熟、無能力としてとらえ、親や社

会、国家によって保護するという立場は、弱

者としての子どもという点から必要なことで

はあるが、反面、意識的、無意識的に常に子

どもを客体化・対象化し、大人の管理の元に

置くことになる。子どもが自ら発達を克ち得、

自律的に生きる力を身に付けていくというあ

り方とどのように関係づけていったらよいの

であろうか。

3．労働と教育

19世紀以降の産業革命を契機として、子ど

もは、安い未熟練労働者として質的に劣悪な

労働条件下に強いられてきた。一方で温情的

な保護対策が行われるようになったが、労働

力の再循環のためのリフレッシュとしての方

策でもあった。英国では、1919年の「工場法」

において9歳未満の子ども労働を禁止した。

日本では、1911（明44）年に「工場法」がで

き、「工場主ハ十二歳未満ノ者ヲシテ工場ニ於

テ就業セシムルコトヲ得ス」と規定されたが、

軽労働では10歳以上、また労働時間について

も施行後15年間は2時間の就業時間延長が認

められるなど、富国強兵政策下にあって、子

どもの労働力は国の経済に組み入れられてい

た。

戦後、新憲法の設置、国連における子ども

の人権尊重の動きによって、子どもの労働は

慈恵的な保護から、生存権の保障という観点

によって守られてくるようになった。現代で

は先進国においては子どもの労働に関する人

権は保護されているが、発展途上国を見れば

経済発展と子どもの発達・教育の保証との相

克をめぐって、多くの問題が生じている。国

際労働機関（ILO）の推計では世界中の15歳

未満の子どものうち、1億8600万人の子ども

が働いていて、6人に1人の割と言われる。

「チョコレートとは、カカオ豆を炒って砂糖と

牛乳、それにアフリカの子どもたちの汗と血

と涙を加えたもの－地元の人たちは悲しみを

込めてそう言う」14）。

ILOでは、児童の労働の性質や評価、さら

には児童そのものの観念、定義が各国によっ

て異なるところから段階的、漸次的な保護規

準を設定している（ILO138号条約）。

a）11歳までの児童によって行われる経済

活動

b）12～14歳の児童によって行われる「軽

易労働」を除くすべての経済活動

c）15～17歳の児童によって危険な条件下

で行われる経済活動

d）18歳未満の児童によって行われる「最

悪の形態の」児童労働（第182号条約）

（2億4500万の児童労働者のうち、1億7800万

人以上が最悪の形態の労働に従事している。

最悪の形態の児童労働とは、強制労働、人身

売買、売春、債務労働など）15）。
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このような特に貧しい国の経済状況ともか

らみ、国連は教育の機会を損なわず、特に子

どもにとって有害ではない「子どもの仕事」

と、子どもの心身の健康を阻害したり、教育

を受ける権利を妨げる「児童労働」とを分離

し、保護にあたろうとしている。子どもの労

働については、経済状況の需要と供給の要因

によって引き起こされるという社会システム

と関わっているが、この仲介をするのが親権

である。かつては、工場が求める安い労働力

を親が提供していた。一方で、子どもの教育

の権利と義務が主張され、尊重されることに

よって、親権が制限され、その条件のなかで

子どもの労働が承認されてきている。世界の

子どもの労働の状況を見る限り、大人の行為、

責務から免れ、子どもの人権、発達･教育が尊

重されているとは言い難い。このように子ど

もという存在は、歴史的な差異によって定め

られているばかりでなく、現在の南北問題の

差異としても異なった課題を持っている。途

上国の子どもたちは、苛酷な労働からの保護

と発達･教育の権利が急務であるが、他方そこ

をのり越えるためにも子どもの意見表明権や

知る権利という社会の子どもの参画も又不可

欠となっている。

4．保護と自由

19世紀後半から20世紀にかけて、子どもは

汚れを知らぬ無垢な存在としても描かれた。

神性そのもの、あるいはいたいけな未熟の過

程として見なされた。そのために、世間や社

会の悪習に染まらないように大人が保護しな

ければならないという「子どもの保護の時代」

が開かれていった。この見解は、現在でも各

地に施行されてきた青少年条例に根強く見ら

れる。このさきがけは、1950年制定の「図書

による青少年の保護育成に関する岡山県条例」

であり、青少年を18歳未満とし有害図書の指

定を行った。以来、条例の施行はほぼ全国に

及んでいる。秋吉はそれらの分類的な分析を

行っている16）。まず、名称としては、

・「健全育成」21、「保護育成」14、「保護」3、

「環境浄化」2、「愛護」2、「健全育成と環境

浄化」、「環境整備」、「保護育成のための環

境浄化」、「良好な環境整備」がそれぞれ各

1である。

・「青少年」の名称が44、「少年」が2。年齢

では、「6歳以上～18歳未満」16、「小学校

就学の始期から18歳に達するまで」14、

「18歳未満」16、とある。

近年では、有害図書はビデオ、玩具も対象

としている。神奈川県条例ではテレビゲーム

ソフトも対象とし、2005年8月に最初の発売

禁止ソフト「グランドセオリーⅢ」を指定し

た。また、神奈川県では2004年10月、青少年

保護育成条例を改正し、深夜に18歳未満の青

少年を外出させないよう定めている保護者の

努力規定を義務規定に変更する方針を明らか

にした17）。さらに、都青少年問題協議会は､大

人が18歳未満の青少年と「反倫理的な性交」

をすることを罰則付きで、禁止するいわゆる

「淫行処罰規定」を議会に提出した。有害と指

摘される諸点は､主にいたずらな性的刺激の助

長や暴力行為への引き金となることへの懸念

である。

また、映画の成人指定・R指定は1976年映

倫の「基準研究委員会」具申から行われてき

た。

青少年条例の根拠は､子どもが思慮分別や責

任上の判断力において未熟であり､また感受性

が強いため、性的､暴力的刺激に対する抵抗力

が弱いととらえている。そのために大人や社

会があらかじめ保護対策を講ずる必要がある

と考えられている。一方､子どもは現在では基

本的人権が尊重され得る自律的な主体であっ

て､単に守られるべき客体ではない。明らかに

露悪的な、暴力増長的なメディアの氾濫は社

会システムの欠陥ではあるが､保護の名目の元

に子どもを客体化し､管理する対象としてとら

える方向に逆行しかねない。子どもの権利に

は､単に大人がこれを保護するのみならず､子

ども自身が自ら人格発達を目指す自律的存在

として尊重することが求められるからである。
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5．発達性と責任

少年法では､「少年」を「20歳に満たない

者」（2条）と定めている。少年法の目的は、

「少年の健全な育成」への期待と非行少年の

「性格の矯正及び環境の調整に関する保護処分

を行う」とされている。少年法には刑事政策

的な関わりによって､様々な年齢による設定が

ある。まず、14歳未満は刑事未成年者（刑法

41条）である故に刑罰を科されないが､14歳

未満で刑罰法令に触れる行為を犯した場合

「触法少年」として、原則として児童福祉法に

基づく児童福祉機関の措置に委ねられる。こ

の他では「犯罪少年」や、性格や環境上将来

罪を犯す可能性の虞
おそれ

のある「虞犯少年」の規

定がある。また、18歳未満の「児童」は児童

福祉法に基づく措置が家庭裁判所によって行

われる（少年法18条）。さらに18歳未満に対

する死刑は廃止され､その他の刑についても

様々な減軽処置を妥当としている。また、少

年と家族のプライバシーの保護が尊重されて

いる（同61条）。少年法の少年という概念に

対する精神には､まず少年には人格形成途上に

ある未熟な者として考慮されている。例えば、

善悪に対する判断力も成人に比して劣ってい

るという点。さらに、発達的な性格特性とし

て､仲間や周りの人から影響されやすい同調的

志向性、思春期特性としての反抗的傾向､危険

に対する甘い評価､目先の状況に惑わされやす

いなどの心理的要因が、法学関係者から一般

的に指摘されている。しかし、これらの発達

特性が真に科学的根拠に基づくものであるか

どうかは定かではない。少年法の「少年」と

いう概念は、少年が憲法13条に保障された

「成長発達権」を有し､かつ第26条1項の「教

育を受ける権利」に立脚している。少年は将

来への可能性と可塑性を湛えている存在とし

て常に福祉と教育の中で発達と自己実現をめ

ざすべく個別審理・個別処遇主義が開かれて

いる。教育は良識への判断力を培い､自己と他

者・社会に対する自律的責任への姿勢を培う。

福祉は人間の絆によって、この精神と知と力

を養い、醸す猶予の歳月となる。

しかし、一方で罪を犯したことに対しては

相応の償いをしなければならないという社会

の正義感があり、罪に対する厳罰化や必罰化

という観念が社会一般の通念として、特に被

害者側への感情移入の情と合いまって存在す

る。このような立場は、少年法・刑法に見ら

れる社会防衛機能や処遇決定の際の応報や一

般抑止の観念を導入させてくる。そうなると、

少年法の福祉･教育の機能は､少年の人格の自

律的育成に基づく陶冶による更正から、犯罪

的危険の除去と予防という二次的機能に従属

させられてしまう。少年法が日本に導入され

るにあたっては、二つの流れがある。その一

つは､「少年には教育可能性があり､可塑性に

富むが故に、教育的な方法を加味した個別的

な処遇をすることが目的によくかなっている」

というドイツ系保安処分中心型。もう一つは

「保護処分の内容を教育と福祉であるとし……

伝統的な司法手続によるのではなく、非形式

的な審判により社会福祉的に少年を守ること

を第一の目的」とする「衡平法による国の親」

（Parens Patriae）の英米福祉型の両思想に影響

を受けて成立したものがある（菊田）18）。

日本の少年法においても少年の発達と教育

の視点は原則として尊重されてきたが､一方で

罪に対する応報と厳罰化への志向性も根強い。

2000年の少年法の改正ではこの方向性が幾分

強化されてきた。まず、20条の旧法にあった

但し書（「送致のとき16歳に満たない少年の

事件については､これを検察官に送致すること

はできない」）が削除された。この結果14歳

以上なら刑事責任が問われることになった。

また16歳以上で死亡させた罪などの重大事件

では原則逆送となる。犯行時18歳未満の少年

における無期刑については必ず減軽する処置

が裁判所の裁量に改められ､無期懲役が可能と

なった（51条2項）。

さらに、少年法における警察関与の年齢引

き下げが、12歳の少年による長崎市幼稚園児

誘拐殺害､11歳女児による佐世保市小6同級生

殺害事件を契機に見直されてきた。2005年1

月21日、法務省の法制審においては、次のよ
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うな少年法の改正案が大臣に答申された。①

14歳未満の触法少年､虞犯少年の事件につい

て警察の調査権限を明確化する。②触法少年

の事件で押収や捜査、検証などの強制的な措

置もとれる。③14歳未満も少年院に収容でき

る。④保護観察中に順守事項に違反した場合

は､少年院送致などの措置がとれる。⑤家庭裁

判所が認めれば少年審判を受ける少年に国費

で弁護をつけられるなど。これに対し､厚生労

働省では社会保障審議会児童部において子ど

も側の立場からカウンセリングや児童自立支

援など、環境やプログラムを用意することの

重要性を指摘して反論した19）。

一方､米国の連邦最高裁においては､2005年

3月1日犯行時18歳未満だった少年の死刑を

違憲とする判断を下した。その根拠として

「18歳は大人と子どもの境界線だ」、「少年は

自らの行動の結末を理解するには未熟だ」と

いう判断がなされた。それでも19歳で少年の

死刑が認められているが、今後は少年への死

刑求刑が困難となる20）。

少年法での20歳未満という少年について

は、処置に該当する年齢の喫水線を様々に浮

動させている。それは、少年に対する社会､

国､国民の意識の反映であり、民主的権利の確

立との相克がある。

少年の重大事件とその低年齢化によって、

一方でその応報による危険性の予防としての

一般抑止の要請が起こる。その結果、法の厳

罰主義と自己責任としての懲罰的制裁の通念

が高まる。しかしこのとき、憲法や少年法の

理念である教育と適性手続による少年自身の

自律的発達による非行克服の観点との二重性

が問われてくる。葛野は、「犯罪の背景にある

社会的要因を捨象し『自己決定』による行為

と擬制することによって、犯罪の『責任』を

すべて行為者に帰属させ､応報ないし『自己責

任』としての厳格な懲罰的制裁」によって、

「犯罪の社会的要因の解消に向けた社会政策的

アプローチも、犯罪行為者の社会的再統合と

再犯防止に向けた福祉的・教育的アプローチ

も切り捨てられる」と過度な社会防衛機能の

強調論に潜む危険性を指摘している21）。この

ような相克において、少年､子どもの立場は歴

史的な権利の確立に立脚しながらも、現社会

システムにおける力動的で社会的なオピニオ

ンや圧力とのせめぎ合いに立たされている。

6．保護と自己決定

1970年前後から起こってきた「子どもの解

放運動」と「子どもの権利条約」の国連採択

を契機として、子どもへの保護というスタン

スから、子どもの自律性の確立と社会的参画

の援助へと比重が移ってきた。この条約の子

どもとは18歳未満を指す。この方向を具体的

に示しているのが､「意見表明権」（12条）、

「表現・情報の自由」（13条）、「思想・良心・

宗教の自由」（14条）、「結社、集会の自由」

（15条）、「プライバシー、通信、名誉の保護」

（16条）、「人身の自由・司法の手続き」（30・

40条）などである。ことに意見表明権は、

「自己の見解を形成する力のある子どもが自己

に影響を及ぼすすべての事柄について自由に

見解を表明する権利」として、現在の共生者、

次世代の主権者であることを明確に謳ってい

る。ここでは、唯一権利の主体について制限

が付けられているように見えるが、そこには

年齢、成熟度が考慮されていると考えられる。

意見表明権は、それ自体「自己決定権」と等

しくするものではない。本来､人間としての権

利は大人と子どもとに差別が設けられるべき

ではないが、一方で「子どもの保護という観

点から必ずしも問題がないとはいえないので、

即決定とはされずに、その年齢と成熟に相応

した重みが与えられるのである」22）。

では、現在子どもの権利の新たな視点とし

て膾炙される自己決定権とは如何なるものな

のであろうか。ダナーは「自分自身のことが

らについて決定を下し､他者に対して責任を引

き受ける能力」23）ととらえている。法学上で

は、内野によれば「憲法上の人権として自己

決定権とは、自分の私的問題を自分で決める

権利であって､しかも独特な生き方もしくはリ

スクの覚悟という特徴をもつものである」24）
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が、自由権や幸福追求権とも複雑な関連があ

ると見なしている。ところで、子どもの自己

決定権とはどのように解釈されるのであろう

か。芹沢は、まず歴史的な動向から説き起こ

す。子どもの権利をめぐっては二つの潮流が

ある｡その一つは、子どもを保護する親や国の

責務を重視する「保護主義」の流れ､これは親

子関係など私的な親権的保護主義と国家的保

護主義がある。他方、子どもの自立・自律・

自己決定権を重視する立場がある。現代でも

両者の相克の層にあるが、現実的には「成熟

度に応じた差異を考慮に容れる必要があり､そ

のためには未成熟・依存から成熟・自立への

成長過程にある存在という属性､すなわち子ど

もをして子どもたらしめている要素こそが最

も重要性を帯びる」25）と子ども特異性（発達

性）に応じた対処の必要性が説かれている。

子どもの成熟と意見表明権は法的にどのよ

うになっているのであろうか。幾つかの事態

において15歳以上からの契機が見られる｡裁

判離婚の際の監護に関する審判（民法815

条）､養子縁組の承認（民法798条）、生活保

護施設収容措置（生活保護法第30条）、遺言

の有効性（民法961条）､児童福祉法の強制的

措置（第28条）など身分上の事柄､家族生活

上の行為にあたって子どもの意見聴取が行わ

れる｡15歳という年齢は義務教育終了時に該

当し、かつては就職して社会に出て行った子

どもも多かった。

一方、性に関する年齢規定はやや複雑であ

る。性的同意年齢は13歳となっており、それ

は刑法第177条に「暴力または脅迫を以て13

歳以上の婦女を姦淫したる者は強姦の罪とな

し…」とあり、「13歳未満に対しては暴力や

脅迫がなくても強姦とされる」。この性的同意

年齢の13歳というのは世界で見ると最低の12

歳の次であり、21歳に至るまで様々であるが、

最も多くの国が決めているのは16歳である

（89ヶ国）26）。さらに、結婚最低年齢は現在男

子18歳、女子16歳となっている（民法731条）

が、2004年1月30日に子どもの権利条約に基

づく対日審査の結果、女子の年齢を男子と同

じに引き上げるよう勧告された。

Ⅲ．関係的二重性

少年法では20歳未満を少年とし、選挙権は

20歳以上である。児童福祉法では、児童又は

少年は18歳未満であり、子どもの権利条約も

児童を18歳未満としている。又、結婚最低年

齢は男子18歳、女子16歳となっている。子ど

もという言葉は一般的で総括的に使用されて

いて、法はそれぞれの対象を限定するために

名称や年齢を定めている。子どもという概念

は、社会的な場や法の枠組といういわばコン

テクストによって分節的に意味づけられてい

る。そのために何らかの実体的なものという

より、様態的な存在としてとらえられ得る。

ここから、子どもが関係的な存在であると言

われてくる。宮澤は、「『子供』と『大人』の

概念は相互規定的であり」、「関係の中でしか

〈子供〉は姿をあらわさない」27）と関係性から

の意味づけを強調している。大江もまた、「大

人－子供関係の中ではじめて大人が成立し、

子供が成立するという発想」28）から子どもを

見るという自律性と共同性の関係的存在論を

唱える。これらの関係論から見ていくとき二

つの流れがある。一つは、子どもの保護主義

への批判から子どもの人権尊重という歴史的

発展の中で、大人と子どもの対等性と子ども

の自律を強調する「自律原理」（Autonomy

Principle）の流れがある。子どもを未熟な存

在とし、大人の管理下に置く立場を否定し、

子どもは生まれながらにして人間として尊重

されるという子どもの人間性を謳った流れの

一つである。もう一つは、弱者としての子ど

もを保護すると同時に一定の制約をする「パ

ターナリズム」（Paternalism）がある29）。現代

ではこの対立的な見解に対し、より弁証法的

に子どもの特性としての発達と、それを保証

する教育的配慮を重視する視線がある。元々、

ルソー以来、人権を尊重されるべき子どもと、

子ども期という独自性を生きることの必要性

とは、現在統一的にとらえられている。例え
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ば、堀尾は「人権を前提として、おとなとは

違う弱きものとして、保護される権利を含み、

かつまたその弱さを可塑性に富んだ発達の可

能態としてとらえ直す視点」30）という相互の

かかわりを重視している。

しかしながら、この発達観については近年

では単に子どもから大人へと成長することを

意味するのではない。ハーヴィガーストは、

老年期に至るまで人はそれぞれの発達段階に

応じて、克服すべき発達課題があると生涯発

達心理学の立場を明らかにした31）。また、エ

リクソンは老年期までの発達段階において、

人は社会的環境に生きるために異なった危機

に直面すると指摘した。そして、これらを克

服することで真に生きる力を獲得していくと

力動的な発達観を展開した32）。

一方、発達はその可能態である資質が教育

によって陶冶され、主体に克ち取られていく

道程である。この学習過程もまた大人になっ

た時点で終了するのではなく、一生涯の自己

実現を目指すものであることがポール･ラング

ラン33）やイリッチ34）によって唱えられ、現代

では生涯学習社会として定立している。この

ように、現代において発達と教育は子どもに

とってのみの特性ではなく、大人も含め質的

な差異にすぎなくなっている。

また、子どもに対して大人が持つ支配、管

理と同時に派生する保護の観念は、子どもの

存在としての特異性として、通過的な事柄で

ある。早くからロックは、大人の子どもに対

する権利や義務は「成長するにつれ、年齢や

理性の影響により、そうした絆は緩くなり、

ついには完全になくなって自由にふるまうよ

うになる」35）と成熟の程度の差であると見て

いた。しかし、漸次拘束と管理、保護がゆら

いではくるが、一定の年齢までは子どもとし

て規定され、取り扱われ、ある種の自由と権

利が剥脱されているのが子どもの根底的差異

である。子どもの権利条約は、殆どが大人と

同じ権利を子どもが有していることを謳って

いるが、ただ一つ意見表明権については「自

己の見解と表明する力のある子ども」（12条）

と付帯条件をつけている。この力はどのよう

な判断に基づいて行われるのであろうか。こ

の根底には、子どもは現社会においてある程

度意見は尊重されるが、決して社会の重要事

項には参画することが認められないという一

線がある。歴史的に見ても、子どもと同様に

自由を限定され、時に差別されてきた女性や

障害者が自らの叫びによってそこからの解放

と自由を目指して闘ってきた。しかし、子ど

もの場合は、その保護者によって、代理人を

通じて権利を与えられてきた。中村が言うよ

うに「子どもの人権は、子ども自体、それを

自らが叫ぶこともまた要求することも、さら

に訴追することもできないという特異性を持

っている。それは、能力的にできないばかり

でなく、原則として社会的にもできない」36）

のである。子どもは主体者として生きる存在

であると同時に常に他者によって規定されて

いくsubject（主体･従属者）である。

子どもという存在のディレンマは、子ども

自身の存在の根底にある。女性は性という差

異を、障害者はハンディを自らの差異として

生き続けていくが、子どもはやがて大人へ変

移する。未熟さというレッテルは年齢と教育

によって、一応制度的には解消される。一方

で、子どもは大人との間にある社会的な裂け

目によって不連続な存在ではあるが、同時に

将来大人へと移向するというばかりでなく、

本来的に同じ人間であるという連続性を持っ

ている。この二重性は静態的に併存している

ばかりでなく、世代の進行がもたらす時間性

によって、新たな社会システムや意味体系を

作り出していく。今ある大人たちは、旧社会

システム下で育ってきた子ども期を通ってき

た。しかし、社会の変動によってこの過去の

子どもイデオロギーは、新しい社会システム

下にある現存の子どもと異なったものとなっ

ている。このことから世代間イデオロギーの

差異や、新しい世代の革新性が生じてくる。

それ故に、子どもは単に現存する大人へとな

るのではなく、新たな大人へとなる。それは

差異のある反復である。
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ホワイトヘッドによれば、存在は連続的で

あると同時に不連続である。存在は過去によ

って限定され、引き継いでいるという点で連

続的ではあるが、また限定されつつも自ら限

定して再構築し、新しく自己を創造していく

ことでは不連続である。存在は〈もの〉とし

て実体であるよりは、変動する〈こと〉とし

て生成していく〈主体〉である。存在は自ら

の有り様によって、今度は後続する存在に対

して環境世界における〈客体〉として影響を

与えていく。存在とはこの様な生成を営む主

体＝客体の循環的生成である。

「現実的実質は、それ自身の生成の直接性

を支配する主体であるとも、またその客体的

不死性の機能を行使する原子的な創られたも

のである自己超越性とも考えられうる。それ

は『存在』となったのであり、あらゆる『存

在』の本性には、それがあらゆる『生成』に

とって潜勢的なものであるということが属し

ている」37）

主体は、その本質において他者との関係性、

共生に貫かれていて、主体は自ら生成しつつ、

同時に他の主体に対して客体として生きてい

る。これを子どもという存在に見れば、子ど

もは過去と現在において大人やまわりの世界

に生かされているが、同時に自ら主体として

この世界を自律的･創造的に生きている。子ど

もという生成がやがて大人になるが、次にか

つての子ども＝主体は、今度は新たな世代の

子どもに対して客体として生きていく。子ど

もと大人とはこのような差異を創り上げつつ

反復する関係的循環である。このように子ど

もを見たとき、子どもにおける多様で複雑な

二重性に対する相克が歴史的、社会的に子ど

もの存在の自律と自由を押し進めてきた駆動

力としてとらえられるばかりでなく、歴史と

社会を変革してきた力であった。かつて子ど

もであった現在の大人にとっては、保護と援

助に守られながらも自ら闘ってきた成長への

歴程があり、その礎を盾にして新しい世代の

子どもの共生と相克の歴程が拓かれていく。
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